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研 究 論 文

１．はじめに

京都議定書において日本の温室効果ガスの国内削減目標

は，第一約束期間（2008～2012年）において1990年比－６％

と定められているが，特に運輸部門においては，このまま

何も対策を取らない場合に2010年において1990年比で40％

増と大幅に増加することが予想されている1）．運輸部門の

CO2排出量の90％が自動車由来であり，その50％が自家用

乗用車からの排出となっていることから自家用自動車の排

出削減対策が重要であることは論を待たない1）．

自動車のライフサイクルCO2排出量は，乗用車では運用

時からの排出が全体の約2/3を占めているため2），走行時の

エネルギ消費の削減，つまり燃費効率の向上によって大幅

なCO2削減が可能である．そのため，長期的なCO2濃度の安

定化に向け従来の内燃機関エンジンと比較して３倍近い総

合エネルギ効率3）を持つとされる燃料電池自動車（Fuel

Cell Electric Vehicle：FCEV）に，次世代の自家用自動車

として大きな期待が寄せられている．

しかしながら，１台当たり数億円と言われる高価な車両

価格や，現在の内燃機関自動車に比べ短い航続距離，水素

スタンドの整備が必要などFCEVの普及に向けて多くの課

題が山積している．本研究ではこれらの課題に対して，水

素インフラの整備状況や車両価格などに対する消費者の

FCEVに対する選好調査をおこなうことで，どのような施

策や利用形態がFCEVによるCO2排出削減と普及に向けて

有効であり，望ましいかを明らかにすることを目的とする．

経済産業省の燃料電池実用化戦略委員会の導入目標では

2020年において燃料電池自動車（FCEV）が約500万台，定

置用FCが約1,000万kWの普及目標を掲げている．この目標

を達成するための具体的な導入シナリオが現在検討されて

いるが，導入目標の数字が先走り，FCEVの商品性，受容

可能性を明示的に評価した上で，その普及可能性を検討す

るという視点に欠ける面がある．本文では，水素の価格，

FCの価格等に依存してFCEVが市場においてどの程度の

競争力を持ちうるかを検討する．

２．分析の枠組み

2.1 概要

FCEVの市場導入に向けた課題（車両コストの低減，航

続距離の延伸，水素インフラの整備など）に対して，消費

者がFCEVの購入時にどのような選好をもつかを把握する

ことは，消費者側から見たFCEV普及への問題点の明確化

を行い，FCEV普及推進のために施策の策定に寄与する．

まず，市場における実際の行動に基づくデータであるリ

ヴィールド・プリファレンス（以下RPと略す）・データを

基にした車種選好モデル4）を新しい販売データを用いて再

構築し，購買行動を再現するモデルを作成した．次に現状

では市場に存在しないFCEVを評価するために，仮想の状

況における選好の意思表示であるステイティッド・プリフ

ァレンス（以下SPと略す）・データとしてFCEVの購入に

関するアンケートを行い，コンジョイント分析によって消
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費者のFCEVへの選好を分析する．

アンケート調査には標本タイプやサイズによるバイアス

や，統計分析によって得られるモデルと実際の消費行動と

の整合性などの不確実性もあるが，本手法により現在の市

場における，FCEVに対する消費者の選好を検討すること

が可能となる．

2.2 RPデータによる車種選好モデル

2.2.1 モデルの構造

本文では，マーケティングや需要予測の分野でしばしば

用いられるロジットモデルを用いて，消費者の新車購入に

おける選好をモデル化し，FCEVが導入された場合の普及

可能性を評価する．ロジットモデルの既往の研究では田中5）

によるFCEVの市場性の評価があるが，車種の種別は細か

く分けられていない．一方，本選好モデルは各型式レベル

の選好までモデル化した詳細なものであり，現状のマーケ

ットにFCEVが参入したと仮定した場合に，FCEVの基本

的な諸元，特性（燃費，馬力等）の設定に応じて，どの程

度の競争力をもつかを評価することができる．まず消費者

iの効用関数 f－iを，m種類の属性値xikの線形和で表される確

定項 f iと誤差項εiの和によって次のように表すとき，

……………（1）

実際に観測されるシェアp－i（i＝１, …, N）が

……………………………（2）

と表せるとする．推定には効用関数の確定項 f iのみをつか

って，シェアの推定値p－i（i＝１, …, N）を次のように表す．

……………………………（3）

すなわち，実際のシェアに最も整合的になるようにパラメ

ータαk（k＝１, …, m）を推定するわけである．

パラメータ推定に必要となるデータは，1998年から2002

年までの車名別年間販売台数と諸元データをまとめたもの

である．排気量の大きさによって小型ならびに普通乗用車

を小排気量クラス（660cc超～1,500cc以下），中排気量クラ

ス（1,500cc超～2,000cc以下），大排気量クラス（2,000cc以上）

の３つのクラスに分け，各クラスに属する型式のシェアを

上述のロジットモデルによって推定する型式選択モデルを

構築する．モデルは４年間を通して１つのモデル（クラス

別に計３つ）を作成する．効用 f iの説明変数（属性）は，前

年販売台数（対数；台），新車種ダミー（０or１），10.15

モード燃費（対数；km/l），室内容積（対数；m3），馬力（対

数；kW），車両価格（対数；円）等の中から説明力のある

ものを選択する．新車種ダミーとは新車の定義に該当する

場合に１，それ以外は０となるダミー変数である．新車の

定義は諸元値の変更を伴う場合であり，新しい車名の登場

だけでなく，フルモデルチェンジによる諸元値の変更の場

合も該当する．

なお，いわゆるスポーツタイプの乗用車はシェアの推定

対象から外している．車両のデザインや個人の好みへの依

存が強いこれらのタイプは諸元データによって推定するこ

とが不可能であったからである．

2.2.2 モデルのパラメータ推定結果

推定したパラメータ値を表１に示す．燃費のパラメータ

は小排気量クラスと中排気量クラスでのみ有意であり，小

型の車両ほど燃費が重視されている傾向が表れている．小

排気量クラスでは車両価格のばらつきが小さいことにより

車両価格または年間経費が有意な変数にならなかったと考

えられる．

新車種ダミーが有意であることは，新車種がディーラの

販売戦略や宣伝効果によりよく売れることを示している．

前年販売台数が全排気量クラスで有意であることは，前年

によく売れた人気車種が，次の年もよく売れるという傾向

を示している．また，全排気量クラスにおいて決定係数（自

由度調整済み）も，概ね良好な結果を示している．

2.3 SPデータによるコンジョイント分析

2.3.1 アンケート調査の概要

コンジョイント分析によってFCEVに対する選好を検討

する．コンジョイント分析6）は，アンケート調査によって，

プロファイルとよばれる仮想的な選択肢をいくつか提示し，

回答者の選択結果から，選好の傾向を統計的に分析するも

のである．

アンケート調査では，まず基礎的な自動車や環境に関す

る質問を行い，次に今後購入を検討している排気量クラス

ごとのプロファイルに答えてもらう手法をとった．現在自

動車の購入を検討していない，または決めていないという

回答者には中排気量クラスのプロファイルに回答してもら

った．アンケートは㈱日経リサーチによるインターネット

を利用し，集計を行った．総回答数は410人であり，排気量

クラス別での内訳は表２のようになっている．

表１ 車種選好モデルのパラメータ推定結果（括弧内はt値）

f i＝f i＋εi，　f i＝　　αkxik　（i＝１, …, N） Σ 
k＝1

m

－ 

pi＝exp（ f i）/　　exp（ f j） Σ 
j＝1

N

－ － － 

pi＝exp（ f i）/　　exp（ f j） Σ 
j＝1

N



－48－

137 エネルギー・資源 Vol. 27  No. 2（2006）

プロファイルは４つの選択肢＋この中から選ばないとい

う，合計５つの選択肢から選ぶ方式を採用し，属性として

市場導入への課題の中で特に重要であると考えられる，１）

水素インフラ，２）パワートレーン，３）車両価格，４）航

続距離，５）走行費用の５つの属性を設定した．表３に属

性ごとに設定した属性値レベルを示す．３）車両価格，４）

航続距離，５）走行費用の値については，排気量クラスの

平均値に対する比を示している．

今回の調査ではパワートレーンにおいてICEとFC以外

は設定していないが，これは他の技術（DME，HV，EV）の

可能性を含めてアンケートを行うと，設問数が増加し回答

の信頼性が低下することが予想され，本来の目的であるFCEV

に対する選好が曖昧となる可能性があるためである．

また，水素インフラの属性値は燃料電池実用化戦略研究

会による，大量普及期（2020年）の水素スタンド設置数の

試算値8,500箇所（現在のガソリンスタンドの17％）を参考

に，現在のガソリンスタンドと同数とその20％という２つ

の属性値を設定した．

全ての属性値の組み合わせから，実現の可能性が低く設

問内でトレードオフが成立しないようなプロファイルを除

外し，水素インフラの属性値ごとにそれぞれ10問ずつ設問

を作製した．作製したプロファイル例を図１に示す．

2.3.2 アンケート調査の結果

以上のプロファイルに対する回答結果を，ロジットモデ

ルを用いて分析し各属性に対するパラメータの推定を行う．

効用関数の説明変数は燃料電池車ダミー（FCEVのとき１，

それ以外は０），車両価格（円；対数），航続距離（既存の自

動車を１，短い場合は0.75），走行費用（円/km；対数）で

ある．排気量クラス別に各属性の係数を推定した結果を，

表４に示す．表４より中排気量クラスは他の排気量クラス

よりも燃料電池の係数が相対的に大きいことから，このク

ラスの購入者のFCEVへの選好が強い傾向が得られた．ま

た中排気量クラスにおいて，水素スタンド整備率の低下に

よりFCEVへの選好が弱まる傾向が明らかになった．

一方で，アンケート結果に基づいたSPデータの結果には，

プロファイルの設定や回答者の偏りによるバイアスの可能

性が存在する．その影響を軽減し，また実際の選好行動を

反映するため，RPデータとの融合を次節で進めていく．

2.4 SPモデルとRPモデルの融合

RPデータによる車種選好モデルにSPデータのコンジョ

イントモデルを組み込む手法として，参考文献7）に示され

る手法を用いた．SPデータをRPデータに組み込むことで，

RP単体では推定することが不可能である，市場にない技術

（今回はFCEV）に対する消費者の選好を反映したシェア予

測を行うことが可能となる．

今回は両方のモデルで共に有意となる属性が中排気量ク

ラスで燃費1，大排気量クラスで車両価格とそれぞれ唯一

であったことから，以下のようにその手法を簡略化できる．

SPモデルの効用関数

…………………………………（4）

RPモデルの効用関数

…………………………………（5）

とする．X0が共通の属性で，Xi，Yiは両モデルで異なる属性

である．式（4），（5）の効用関数の各パラメータは，それ

表２ アンケート回答者の内訳

表３ 属性値の設定

注：数値は平均値を１としたときの相対値．例えばFCEVの車両
価格は，現在の平均的な価格と25％増の価格の２通りを，ICE
については0.85，１，1.15の３通りの設定をしていることを表す

図１ プロファイル例

表４ 排気量クラス別の係数及びt値

1中排気量クラスでは，SPモデルにおける「走行費用」を，燃料価格を介し
て「燃費」に換算して，RPとの共通の属性としている．

FSP＝α0・X0＋　　αi・XiΣ 

FRP＝b0・X0＋　　bi・YiΣ 
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ぞれ表４，表１によって与えられる．このときSPモデル

とRPモデルを融合した新しい効用関数は，

…………（6）

で与えられる．この関数を用いてシェア予測と属性に対す

る感度分析をおこなった．

３．シェアのシミュレーション

3.1 FCEVに関する前提条件

3.1.1 FCEVシェアの評価方法

車種選好モデルにしたがって消費者が車を購入するとの

前提の下で，仮にFCEVがマーケットに導入された場合の

シェアを推定する．車両価格がシェアを説明する有意な変

数とならない小排気量クラスを除くその他の２つのクラス

（中排気量クラス，大排気量クラス）についてFCEVの普及

可能性を評価する．すなわち，1998年から2001年までの各

年について，２つの車格クラスにそれぞれFCEVが新車と

して１車種だけ導入された場合の販売シェアを推定するこ

とになる．評価に際しては，選好モデルでシェアを説明す

る各種変数（年間経費，馬力，室内容積等；表１参照）に

ついて，FCEVの諸元値を適切に仮定する必要がある．

3.1.2 前年販売台数と新車種ダミー

評価対象の各年においてFCEVが新車種として導入され

ることを想定するので，前年販売台数は０台，新車種ダミ

ー変数は１と設定する．

3.1.3 室内容積

室内容積は中排気量クラス，大排気量クラスのそれぞれ

の平均値を採用する．

3.1.4 馬力

馬力はFCの搭載規模に依存し，車両価格にも直結する重

要な要素である．ここでは競合する排気量クラスにおける

他の現行車の平均馬力によって定める．

3.1.5 年間経費

年間経費は車両価格の償却費，燃料費，税金の和である．

現行車の車両価格は，1998年～2001年に新車販売された車

種を対象とした馬力と車両価格の関係の実績

車両価格（百万円）＝1.96×馬力（kW）＋7.33 ………（7）

を用いて決定する（R2＝0.73）．したがってFCEVの車両価格

は，馬力とFCの価格をパラメータとして次のように決定す

る．まず与えられた馬力に対して，式（7）により現行車の

車両価格を算出し，これにFCとガソリンエンジンの価格差

を加算してFCEVの車両価格とする．FCの価格は，現行車

との比較で5,000円/kW程度が目標といわれていることか

ら，FCがこの価格まで低下すれば，全体の車両価格も現行

車と差がないものとし，FCの価格とエンジンの価格（5,000円

/kWとする）の差をFCEVと現行車の車両価格の差とみなす．

次に燃料費であるが，水素価格を天然ガスまたはナフサ

の水蒸気改質による最も安価な製造プロセス8）を前提とし

たプロセス評価による試算の結果である11円/Nm3を採用

した．水素価格は，車種選好モデルにおいて「燃費」の説

明変数に変換して組み込まれる．

FCEVの燃費効率を現行車の燃費に換算する際には，同

重量の車両が１km走行する際の消費エネルギをFCEVと

現行車で共通と仮定して換算している．現行車の走行効率は，

走行シミュレーションモデル9）を用いて，車重1,370kg，出

力100kWの乗用車の燃費を10.7km/l，走行効率0.14を得た．

この値とガソリンの発熱量8,025kcal/lとあわせて，走行

効率は105kcal/kmとなる．これをFCEVに適用することに

より，11円/Nm3の水素価格を仮定したときの現行車換算の

等価燃費を算定する．換算には水素の発熱量を2,570kcal/Nm3，

FCEVの走行効率を0.32（発電効率0.4×モーター効率0.9×

インバータ効率0.9）とし，車両重量と燃費効率に比例関係

を仮定して，FCの車両重量に対する燃費効率を設定する．

今回の設定における現行車換算の等価燃費は，中排気量ク

ラスが76.4［km/l］，大排気量クラスが59.3［km/l］である．

また税金については自動車重量税が，車両重量（各排気

量クラスの平均値とする）に対応した値で決まり，自動車

税はFCEVには排気量の概念がないので，ガソリン車の各

排気量クラスの平均値を用いた．

図２に以上で述べたFCEVのシェア推定のフローを示

す．長方形の枠で囲んだ水素価格，馬力，FC単価をパラメ

ータとして車種選好モデルによりFCEVのシェアが決定さ

れる構造である．

3.2 基準ケースのパラメータ

まず基準ケースとして採用した各種パラメータの値を表５

にまとめる．基準ケースのFCの価格は以下のように車両価

格の上限値を定めることにより決定した．選好モデルにお

図２ FCEVのシェア推定のフロー

表５ FCEVと燃料に関する標準設定

F＝b0・X0＋　　bi・Yi＋（b0/α0）（　　αi・Xi） Σ Σ 
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ける車両価格は，現在のマーケットにおける車両群が母集

団であるため，極端に高価な現在のFCEVの価格をそのま

ま選好モデルに当てはめても，はずれ値となり意味のある

結果が得られるとは言いがたい．したがって，FCEVの価

格として現実的な範囲で最も高価な価格を想定するとする．

2001年に新車で販売されている車種を重量あたりの価格

で標準化すると，中排気量クラスはばらつきが小さく，ほ

とんどすべての車種が1,000～2,000千円/tonの範囲にあるが，

相対的に高価で高い環境性能をもつハイブリッド自動車

（2,561千円/ton）を目安にFCEVが市場で受容されるための

車両上限価格を2,500千円/tonと仮定する．なお，装備の充

実，高級志向への対応といった要因が大きい大排気量クラ

スでは車両価格のばらつきが大きく，FCEVの車両価格の

目安とはなりがたい．

このようにシェア推計で使用するFC価格を，市場で受入

れられる車両価格の上限（2,500千円/ton）と仮定するとき，

この値を用いて算出したFCEVの許容車両価格と3.1.5節で

算出したガソリンエンジン車の車両価格との差を馬力で除

すると，その値は15,000円/kW程度まで低下する必要があ

ることになる．

3.3 基準ケースの分析結果

表５のような条件下で，2001年に，２つの排気量クラス

でFCEVを導入していたと仮定した場合の獲得シェア結果

を図３に示す．１）水素スタンド整備率20％，２）水素スタ

ンド整備率100％について，シェア予測をおこなっている．

図３SPデータを組み込んだ車種選好モデルによるシェア

予測中排気量クラスにおいては，水素スタンドの整備率に

よって大きくシェアが変化するのに対して，大排気量クラ

スでは水素スタンドの整備率によるシェアの変化は生じて

いない．ここでは紙面の制約から，2001年における中排気

量クラス・スタンド整備率100％の場合の車名別の予測シ

ェアの結果と実シェアの値を図３に示す．

また水素価格の変動に対するシェア変動の分析を行った

結果，水素スタンド整備率20％の場合に中排気量クラス－

0.25［％/円］，大排気量クラス－0.02［％/円］，100％の場合

中排気量クラス－0.27［％/円］，大排気量クラス－0.01［％

/円］となった．中排気量クラスでは特に水素価格に対する

感度が高いことが示唆される．

3.4 感度分析

SPデータを組み込んだ車種選好モデルの，水素価格と

FC価格に対する感度分析を行った結果を排気量クラス別

に，図４，図５，図６，図７に示す．航続距離に対する感

度分析結果については，推定シェアに影響を与えなかった

ため省略する．水素価格の値として，デフォルトのナフサ

の水蒸気改質・石炭のガス化による製造法（11円/Nm3），

高炉COGガスによる製造法（23円/Nm3：ヒアリング値），

図３ 車名別の推定シェアと実シェア（中排気量クラス）

図４ FCEV推定シェアの水素価格に対する感度分析

（中排気量クラス）

図５ FCEV推定シェアの水素価格に対する感度分析

（大排気量クラス）
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バイオマスのガス化による方法（39円/Nm3：プロセス評価

による推計8））を用いた．またFCの価格として基準ケースの

15,000円/kW，長期的な最終目標といわれる5,000円/kWと

中間の10,000円/kWを用いた．

図４，図５より水素価格に対するマーケットシェアの感

度が大きいことがわかる．このことから，低価格な水素を

供給し燃料費を削減することで，FCEVのシェアを大幅に

伸ばすことが可能であるといえる．そのため，安価な水素

の製造法や貯蔵法の技術開発がFCEV普及に重要となると

考えられる．

一方で図６，図７より，FC価格に対するマーケットシェ

アの感度は低いことがわかる．これは，設定されたFC価格

が十分に安価であるためであり，この程度まで価格が低下

すれば，シェアに対する影響は小さいといえる．

3.5 動学的シェア予測

車種選好モデルの説明変数には前年度の販売台数が含ま

れていることから，これを用いることで販売シェアの年次

ごとの変化を動的に評価することが可能である．今回は1998

年に新車種として中排気量クラスと大排気量クラスにFCEV

がそれぞれ１車種ずつだけ市場に導入された場合におけ

る，2001年までの販売シェアの変化の推計を行った．

FCの価格を15,000円/kW，水素価格を先ほどのケースの

中で最も高価なバイオマスのガス化による方法（39円/Nm3）

とした場合において，排気量クラスと水素スタンドの整備

率ごとに推定される結果を図８に示す．

図８より，両方の排気量クラスにおいて水素スタンドの

整備率に関係なくシェアが増大していくことが分かった．

特に中排気量クラスではそのシェアの増大は大きく，水素

スタンドの整備率が低い場合でも大きくシェアが伸びてい

くことが予想される．ここで年次ごとにシェアが増大する

要因として，推定された年ごとの販売台数が，翌年の販売

台数の推定において前年販売台数として説明変数に用いら

れているためである．今回設定した条件下において，FCEV

の市場での競争力が既存の内燃機関自動車と同等以上であ

ることが確認できた．そのためにも今回設定した車両性能

及びFC価格・水素価格を達成することが重要であるとい

える．

４．まとめ

FCEV購入に関するアンケートのプロファイル作製を行

い，回答結果のコンジョイント分析を行った．購入を検討

している排気量クラスごと，水素スタンドの整備率ごとに

分析を行った結果，他の排気量クラスと比較して中排気量

クラス回答者のFCEVへの選好が強いことが判明した．ま

た，水素スタンド整備率の低下によりFCEVへの選好が弱

まる傾向があることが判明した．

また，アンケート結果に基づくSPデータを，車種選好モ

デルと組み合わせることで，実際の購入行動を反映したFCEV

のシェア予測を行い，中排気量クラスにおけるFCEVの導

入ポテンシャルが大きいことを明らかにした．また，水素

価格並びにFC価格による感度分析を行った結果，水素価格

に対する感度が大きいことが判明した．

これらの結果を踏まえてFCEVの普及に有効な施策につ

いて検討を行った結果，１）FCEVに対する選好が強い中

排気量クラスへの導入，２）安価な水素製造法の開発およ

びスタンド設置数の拡大がFCEVの普及促進に有効である

ことが示された．

図６ FCEV推定シェアのFC価格に対する感度分析

（中排気量クラス）

図７ FCEV推定シェアのFC価格に対する感度分析

（大排気量クラス）

図８ FCEVシェアの年次別変化
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